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  ※日程については変更する可能性があります。 

 

※助成金交付決定後、助成金の概算払を行うことが可能です。 

概算払：事業終了後に精算することを条件に、事前に支払うこと。 

 

 

 

 

 

 

事業実績報告：事業完了後２０日以内又は令和 6 年３月３１

日のいずれか早い日まで 
 

申請期間：令和５年５月８日（月）～６月２日（金）  

助成金交付可否決定：８月中旬頃予定   

助成金の確定   

口座へ振り込み：令和 6 年４月下旬～５月下旬頃予定  
※３月まで事業を実施している場合 

 



 

１．船橋市地域福祉活動助成金の趣旨 

船橋市福祉基金の運用益等を活用し、市民活動団体のみなさまが行う地域福祉活動に必

要な費用の一部を助成することにより、地域福祉の推進を図ることを目的としています。 

 

 

２．助成対象 

《対象となる事業》 

令和 5 年度（令和５年４月１日から令和６年３月３１日）に実施する、船橋市民を広く 

対象とした地域福祉活動に対して助成します。原則、市内で実施する事業が対象となりま 

す。 

 

【主な対象事業】 

①地域における家事援助等※の助け合い活動（※買い物、洗濯、草取り等） 

②地域福祉推進に関する講演会・研修会 

③高齢者・障害者・乳幼児サロン等、地域における仲間づくり・生きがいづくりに寄与 

する事業 

④その他、地域福祉の推進に資する事業 

 

●次の事業は助成対象外です 

・営利を目的とした事業 

・現金又は物品の配布のみを行う事業 

    ・国又は地方公共団体から補助金等の交付を受けている事業 

     ※助成対象費目が明確に分けられる場合は対象となる可能性があります。 

    ・特定の個人のみが利益を受ける事業 

    ・福祉活動のないイベントやお祭りなどの事業 

    ・その他、地域福祉の推進に資すると認められない事業 

 

●次の事業は助成の対象となる経費（以下、「助成対象経費」という。）の算定にあたっ 

て条件があります。 

・参加費等を徴収する事業は、会場使用料、資料代や材料費（物品）及び食事代等

の実費負担分のみを徴収すること。 

・ボランティア等の福祉サービス提供者に対して、サービス利用料等から対価を支

払う事業については、一時間あたりの対価が 700 円以下であること。 

・繰越金（予備費・準備金等を含む）を有する団体の場合は、申請年度における団

体全体の予算に対して繰越金額が２分の１以下であること。 

 

《対象となる団体》 

①５人以上で構成され、団体の規約等を定めていること。 

②船橋市内に事務所等、団体の拠点があり、本市における地域福祉の推進を図る団体で 

あること。 
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３．助成の額  

① 助成対象経費を費目ごとに３分の２とした額（なお、上限額を定めている費目はその

上限額と比べていずれか低い金額を採用。詳しくは４．助成対象経費を参照）。 

② ①で算定された金額の合計を助成の額としますが、１団体につき、上限額を５０万円

とします。 

③ 消費税仕入控除税額があるときは、助成対象経費から減額して申請してください。た

だし、申請時に消費税仕入控除税額が確定していないときは、この限りではありませ

ん。 

 

４．助成対象経費 

費 目 具  体  例 

施設利用料

又は賃借料 

○事業に使用する公民館等の会場や、機材の利用に要する費用（準備のための

前日利用を含む）。ただし、助成額は公民館等の公共施設利用料金に準じた額

を基準とします。 

〇活動場所の賃借料（事務所として使用する区域は除く）。ただし、事業を実

施した日を助成対象とし、助成上限額を月額６万円とします。 

報償費 

○講師謝礼や技術指導料等。ただし、1 申請団体当たりの助成上限額を 3 万円

とします。なお、公職者や申請団体自らの会員への報償費は助成対象外です。 

 ※支払い方法は原則現金のみとし、講師等から必ず受領書を受け取ってくだ

さい。現金以外での支払いについては事前に地域福祉課と相談してください。

相談のないものについては助成できません。 

印刷費 ○事業の案内やチラシ、事業に必要な資料等の印刷費用（コピー代、軽印刷代）。 

食糧費 

○事業の実施に必要な食糧費。ただし、会員・主催者分は除き、助成額に上限

があります（詳しくは４ページ参照）。 

なお、調理のための食材料費（生鮮食品など）は助成対象外とし、容器包装

された食品に限ります。 

通信運搬費 

○切手・はがき代等。 

○助け合い活動などにおいて、サービス利用者との連絡に用いる申請団体専用

（他の用途に使用していないことが明らかなもの）の電話代やインターネッ

ト利用料。 

○食糧費、物品購入費で助成できる消耗品等の配達料・配送料。 

物品購入費 

○事業で使用する文房具・プリンターインク・用紙・工具等の消耗品等費用。

ただし、物品一つ当たりの助成上限額を１万円とします。 

 ※申請事業に必要不可欠と認められるものであって、パソコン等、他の事業

においても使用可能な汎用性の高いものは助成対象外です。 

保険料 ○行事保険、ボランティア活動保険等の費用。 

その他 ○上記以外で、事業実施のために特に必要があると認められる費用。 

※ 会の運営に係る費用（総会の運営費等）は全て助成対象外です。 
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●助成対象経費は、前ページの費目に振り分けて計上してください。 

・パソコンで使用するインク、用紙 ➔ 物品購入費  

・お弁当や消耗品の配達料・配送料(お届けサービスなど) ➔ 通信運搬費 

●団体が支出した経費については、上記の費目別に分けて、内容（品目や個数）が記載さ

れた領収書又はレシートを取得してください（実績報告時に提出が必要となります）。 

●提出していただく領収書は、何をいくつ購入したか、何に使用したのか分かるものを添

付してください（購入した品名等がきちんと分かるものでなければ助成の対象となりま

せん）。 

●携帯電話を契約している団体は、当該事業のみに使用していることが明らかな場合（契

約者が団体名であるもの又は料金引き落とし口座が団体名義の通帳かつ団体のチラシに

電話番号が明記されている等）、基本使用料及び通話料のみ助成対象とします。 

●インターネット利用料については、当該事業のみに使用していることが明らかな場合（契

約者が団体名であるもの又は料金引き落とし口座が団体名義の通帳かつ団体のチラシに

団体のホームページの URL が掲載されている等）、基本使用料を助成対象とします。 

●助成対象事業について実績報告時における前年度からの繰越金（収入）と次年度への繰

越金（支出）の差額が当該年度の交付決定額を超える場合は、助成金が減額されます（支

給できない場合もあります）。ただし、地域福祉活動助成金の通算交付回数が３回以下の

団体については、この限りではありません。 

●注意！ 

交付申請額を上限として、費目ごとに助成対象経費を積算します。したがって交付額

決定後、助成金を違う費目で使用しても助成対象経費として積算できません。 

(例) ・講師が代わり報償費が余った。物品を購入したい。       積算 

        ・予定していた文房具を買わず、食糧費に充てたい。         できません 

・印刷費で、プリンター用のインク・用紙を購入したい。          
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利用者から参加費をもらう場合は、事業に関する実費負担分と考え、食糧費に充当します。

食糧費に充当してもなお余った場合や食糧費が無かった場合は食糧費以外の費目に対し、助

成対象経費分の１／３（団体負担額分）に充当します。助成対象経費のうち１／３に充当し

てもなお余る場合は助成対象経費の２／３（市が助成金としてお支払いする分）に充当し、

残額を助成金として交付します。 

 

食糧費の計算方法 

  ●一人当たりの助成額は食事代等の３分の２ですが、500 円（茶菓代は 150 円）を上限額とします。 

   ●参加費を徴収し、食糧費に充てる場合は、食事代から参加費を引いて計算します。 

 

 

 

 

 

 

例 1）一般参加者 10 名、お弁当 600 円、参加費なしの場合 

①上限        500 円 

②600 円×２／３＝4０0 円 

①と②を比べて②の方が安いので、一人当たり４００円になります。 

4０0 円×10 名＝4,０00 円    助成額は4,０00 円です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

例２) 一般参加者 10 名、お弁当 600 円、参加費 300 円の場合 

③上限       500 円 

④600 円×２／３＝ 4０0 円 

⑤600 円－300 円＝300 円 

③④⑤を比べて⑤が一番安いので、一人当たり３００円になります。 

300 円×10 名＝3,000 円  助成額は3,000 円です。 

*Ａ、Ｂどちらかの単価に一般参加者の人数をかけた金額を助成額とします。 

 

 

参 加 費 の 充 当 に つ い て  

参 

加 

費 

なし 

あり 

いずれか 

安い金額 

①500 円(上限) 

②食事代の３分の２ 

A 

いずれか 

安い金額 
④食事代の３分の２ 

⑤食事代―参加費 

B 

③500 円(上限) 

４ 



 

 

５．申請方法 

 下記の申請書類を地域福祉課にご持参いただくか、郵送又は電子メールにて提出してくだ

さい。 

  

【申請に必要な書類】 

①船橋市地域福祉活動助成金交付申請書（第 1 号様式） 

②申請事業に関する令和 5 年度事業計画書 

③申請事業に関する令和 5 年度収支予算書 

 ※賃借料の助成を希望する場合は、賃貸借契約書の写し等を添付してください。 

④団体の会則や定款等 

⑤団体会員の名簿 

 （賛助会員など団体の運営に携わっていない者を除く） 

⑥団体の活動に係る資料（パンフレット・チラシ、総会資料等） 

⑦団体全体の令和 5 年度予算書 

 

 【提出先】 

・持参の場合 

船橋市湊町 2 丁目 10 番１８号 千葉県船橋合同庁舎４階 

船橋市役所 地域福祉課 

・郵送の場合 

〒273-8501 

船橋市湊町 2 丁目 10 番２５号 

船橋市役所 地域福祉課 宛て 

・電子メールの場合 

chiikifukushi@city.funabashi.lg.jp 

件名に、「地域福祉活動助成金」と記載ください。 

 

６．申請期間                            

 

令和 5 年５月 8 日(月)～令和 5 年 6 月 2 日(金) ※郵送の場合は消印有効。   

 

※期間終了後の受け付けはできません。 

 

７．審査及び結果 

申請のあった事業は「船橋市地域福祉活動助成金交付審査委員会」の審査を受け、助成の

可否及び助成対象経費・金額を決定し、「船橋市地域福祉活動助成金交付可否決定通知書（第

２号様式）」により申請団体の代表者に通知します。 

 

 

任意様式 
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８．申請事業に変更や中止があった場合について 

  助成決定後、助成事業の変更や助成事業を実施できなくなる場合は、地域福祉課に必ず

ご相談ください。 

※助成金の返還、又は減額になる場合があります。 

 

９．事業の実績報告について 

 助成事業が終了したときは、事業完了後２０日以内又は令和 6 年 3 月３１日のいずれか

早い日までに、次の実績報告書類をご提出ください。 

※期限に間に合わない場合は事前にご相談ください。 

 

 【実績報告に必要な書類】 

①船橋市地域福祉活動助成金実績報告書（第４号様式） 

②令和５年度事業報告書 

③申請事業に関する令和５年度収支決算書 

④助成事業にかかった経費の内容（品目や個数）が記載された領収書又はレシート 

コピー不可 

※団体名や購入した物品、支払年月日（原則、事業終了日までのものとする）等の 

内容が記載されたもの。 

※施設利用料の領収書は支払日と利用日の両方が分かるもの。  

    ※賃借料は支払ったことが確認できるもの（領収書や引き落とし通帳の写し等） 

※保険料の領収書は保険の積算資料も添付すること。 

⑤活動に参加した一般参加者の名簿 

⑥その他参考となる資料（パンフレット・チラシ等） 

 

上記書類を審査のうえ助成金額を確定し、｢船橋市地域福祉活動助成金確定通知書（第５

号様式）｣により確定額を通知します。 

※助成金交付決定の際には費目ごとに助成対象経費を算定しています。 

助成金額確定の際も交付決定額を上限として、費目ごとに助成対象額を積算します。 

このため、交付決定額よりも助成金確定額が減額することがあります。 

 

10．助成金の事前請求（概算払）について 

助成金の交付決定後、事業完了前に助成金の請求をする場合は、様式集中の「船橋市地

域福祉活動助成金概算払請求書」を提出してください。なお、概算払は交付決定額を支給

します。 

※事業完了後の実績報告書の審査で、概算払での交付額よりも確定額が減額になった場

合は、差額を返金していただきます。 

 

 

 

 
６ 



 

11．注意事項 

①提出された申請書、実績報告書及びその他添付書類は返却できません。 

②審査に必要な場合、さらに詳細な書類の提出や調査をさせていただく場合があります。 

③交付決定した事業の申請内容に偽りや不正があった場合、本助成金を交付決定事業以 

外に使用した場合は、助成金の返還請求又は減額をさせていただきます。 

④本助成事業は予算の範囲内で行います。 

⑤助成金の交付額は「千円未満切り捨て」とします。 

⑥申請事業に関する令和５年度収支決算書において、収入欄に記載いただく地域福祉活 

動助成金の収入金額は、当該申請年度に最終的に確定する金額を記載いただくため、 

修正が発生する可能性があります。 

⑦助成事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により消費税仕入控除税額が確定した 

場合（消費税仕入控除税額が０円の場合を含む）は、船橋市地域福祉活動助成金消費 

税仕入控除税額報告書（第 6 号様式）を提出してください（後日返還手続きが必要な 

場合があります）。
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申請・実績報告 

様式集 

 

 

 

 

 

 




 

第１号様式

船橋市地域福祉活動助成金交付申請書



令和  年  月  日

船橋市長  あて

申請者 住所（所在地）            

連絡先（電話）             

団体の名称               

代表者氏名               

 

地域福祉活動助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請いたします。 

 

記 

１．交付申請額                             円 

 

２．事業内容 

 

３．添付書類 

⑴事業計画書 

⑵収支予算書 

⑶その他 

 

４．消費税及び地方消費税の適用に関する事項（該当するものに☑） 

① 助成金交付額の算定 

□ 消費税額を助成対象経費に含めないで助成金交付額を算定 

□ 消費税額を助成対象経費に含めて助成金交付額を算定 

② ①で「消費税額を助成対象経費に含めて助成金交付額を算定」を選択した理由 

□ 免税事業者である 

□ 簡易課税事業者である 

□ 消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％を超える 

□ その他（                                                       ） 

※②で「免税事業者である」以外を選択した場合、確定申告により仕入税額控除した消費税に係る助成金

相当額が確定後、「消費税仕入控除税額報告書」の提出が必要となります（返還額が０円の場合も含む）。 



 

令和５年度事業計画書 

１．事業の名称 

 

 

 

２．目的、内容及び期待される効果 

 

 

 

 

 

 

 

３．実施予定日等 

実施予定日  

対象  

場所  

参加予定者数 

一般  

会員  

注１）複数の活動、又は実施日がある場合には、別紙１－Ａに詳細を記入してください。 

注２）複数の事業を行う場合は、事業ごとに分けて各項目について記入してください。 



 

（別紙１－Ａ） 

実施日 内容 場所 
参加予定者数 

講師等 
一般 会員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

注)講師等につきましては、肩書等、講師の方の詳細について記入してください。



 

申請事業に関する令和５年度収支予算書 

（単位：円） 

収入 支出 

項目 金額 項目 金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

収入合計          支出合計          

※支出の詳細について、この用紙に収まらない場合は別紙２－Ａに記入してください。 

 

上記の積算額は（ 税込額 ・ 税抜額 ）である。 

 



 

（別紙２－Ａ） 

（単位：円） 

支出科目 内訳 金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

支出合計   

※支出の内容がわかるように、費目ごとに具体的な品目、数量等の詳細をご記入いただくよ

うお願いします。 



 

第３号様式 

 

船橋市地域福祉活動助成事業計画変更（中止・廃止）申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 船橋市長  あて 

 

住所（所在地）             

団体の名称               

代表者氏名               

 

 

計画変更 

地域福祉活動助成事業を 中止   したいので、下記のとおり申請します。 

            廃止 

 

記 

 

１．計画変更、中止又は廃止年月日  令和  年  月  日 

 

２．計画変更、中止又は廃止の理由 

 

 

 

３．助成事業の内容（計画変更の場合） 

 

  変更前 

 

 

  変更後 

 

 

 

 



 

第４号様式 

 

船橋市地域福祉活動助成金実績報告書 

 

令和  年  月  日 

 

 船橋市長  あて 

 

住所（所在地）            

団体の名称              

代表者氏名               

 

 令和  年  月  日付で交付決定のあった地域福祉活動助成金に係る事

業実績について、収支決算書、その他必要書類を添えて報告します。 

 



 

令和５年度事業報告書 

１．事業の名称 

 

 

 

２．内容及び成果 

 

 

 

 

  

  

３．実施日等 

実施日  

対象  

場所  

参加者数 

一般  

会員  

注１）複数の活動、又は実施日があった場合には、別紙１－Ｂに記入してください。 

注２）複数の事業を行った場合は、事業ごとに分けて各項目について記入してください。 



 

（別紙１－Ｂ） 

 

実施日 

 

内容 

 

場所 
参加者数 

 

講師等 

一般 会員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

注)講師等につきましては、肩書等、講師の方の詳細について記入してください。 



 

申請事業に関する令和５年度収支決算書 

  （単位：円） 

収入 支出 

科目 金額 科目 金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

収入合計  支出合計  

※支出の詳細について、この用紙に収まらない場合は別紙２－Ｂに記入してください。 

 

上記の積算額は（ 税込額 ・ 税抜額 ）である。 

 



 

（別紙２－Ｂ） 

 （単位：円） 

支出科目 内訳 金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

支出合計    

※支出の内容がわかるように、費目ごとに具体的な品目、数量等の詳細をご記入いただく

ようお願いします。 

※領収書・レシート（写し不可）は必ず添付してください。 



 

第６号様式 

 

船橋市地域福祉活動助成金消費税仕入控除税額報告書 

 

年  月  日  

  船橋市長 あて 

住所（所在地）            

団体の名称              

代表者氏名              

 

年  月  日付けで交付決定のあった地域福祉活動助成金について、下記

のとおり報告します。 

 

記 

 

１．交付確定額           円 

   

２．確定申告により確定した地域福祉活動助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額        円 

 

 ※０円の場合はその理由について☑ 

 ☐ 消費税の申告義務がない 

 ☐ 簡易課税方式による申告を行っている 

 ☐ 消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％を超える 

 ☐ その他（返還額算出シートによる計算の結果、返還額が０円だった場合など） 

 

３．添付資料シート 

 ・返還額算出シート 

  （申告義務がない、簡易課税方式、消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収

入割合が５％を超える事業者は添付不要） 

 ・別添 添付書類チェック表及び該当書類のとおり 

 



 

 

船橋市地域福祉活動助成金概算払請求書 

 

令和  年  月  日 

 

 船橋市長  あて 

住所（所在地）            

団体の名称              

代表者氏名             ㊞ 

 

 

地域福祉活動助成金の概算払を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１ 請求金額                円 

 

２ 助成金を事業完了以前に交付希望する理由

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

申請書類記入例 

 

 

 

 








 

第１号様式

船橋市地域福祉活動助成金交付申請書



令和５年５月２３日

船橋市長  あて

住所（所在地） 船橋市湊町２－１０－２５ 

             連絡先（電話） ０４７－４３６－２３１４ 

団体の名称   船橋たすけあいの会 

                 代表者氏名    会長 船橋 太郎  

  

地域福祉活動助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請いたします。 

 

記 

１．交付申請額            １１９，０００円 

２．事 業 内 容 

地域の高齢者や障害を持った方等、支援を必要とする方を対象として、掃除、買い物、ごみ出

し等の簡単な家事援助をお互いに行う助け合い活動を行っています。 

また、年４回、会員とサービス利用者を中心としてふれあい交流サロンを開催し、地域住民の

仲間づくりと生きがいづくりの場を提供します。 

３．添 付 書 類 

⑴事業計画書 

⑵収支予算書 

⑶その他 

４．消費税及び地方消費税の適用に関する事項（該当するものに☑） 

 ① 助成金交付額の算定 

□ 消費税額を助成対象経費に含めないで助成金交付額を算定 

☑ 消費税額を助成対象経費に含めて助成金交付額を算定 

 ② ①で「消費税額を助成対象経費に含めて助成金交付額を算定」を選択した理由 

☑ 免税事業者である 

□ 簡易課税事業者である 

□ 消費税法別表第３に掲げる法人等であって特定収入割合が５％を超える 

□ その他（                                                       ） 

※②で「免税事業者である」以外を選択した場合、確定申告により仕入税額控除した消費税に係る助成金

相当額が確定後、「消費税仕入控除税額報告書」の提出が必要となります（返還額が０円の場合も含む）。 

 

注）押印が必要な場合はすべて同じ印鑑を使用してください。 

また、本助成金に関する届け出は、代表者氏名・肩書き(会長、代表等)をすべて同じ名称で

行ってください。 

 ※船橋市相手方登録と同じ印鑑及び名称を使用していただく必要があります。 



 

令和５年度事業計画書 

１．事業の名称 

① 地域の高齢者や障害者の方などを対象とした、家事援助等の助け合い活動 

② ○○地域ふれあい交流サロン 

２．目的、内容及び期待される効果 

①「お互いさま」の気持ちで、援助が必要な方に、掃除・買い物等の家事援助サービスを提供す

ることにより、地域で安心して生活を送れるよう、日々活動しています。 

②助け合い活動に参加する方や地域にお住まいの方を招き、ボランティア会員や会員同士の交流

を図るため、ふれあい交流サロンを開催し地域交流の場を提供します。 

３．実施予定日等 

実施予定日 ①随時 ②5/1、8/1、11/1、2/1 

対象 地域在住の高齢者・障害者・ボランティアの方々等 

場所 ①援助を必要とする方の自宅等 ②○○公民館和室 

参加予定者数 

一 般 
①対象世帯１，０００世帯 

②各５０名 

会 員 

①５０名 

②各１０名 

注１）複数の活動、または実施日がある場合には、別紙１－Ａに詳細を記入してください。 

注２）複数の事業を行う場合は、事業ごとに分けて各項目について記入してください。 

 

 

☆この記入例は２つの事業（助け合い活動、ふれあい交流サロン）を行う場合の例として作成し

ております。 



 

（別紙１－Ａ） 

 

実施日 

 

内容 

 

場所 

参加予定者数  

講師等 
一般 会員 

①随時 家事援助等の助け合い活

動 

援助を必要と

する方の自宅

等 

対象 

1,000 

世帯 

50 人 

 

 

② 

５月１日 

 

８月１日 

 

１１月１日 

 

 

２月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふれあい交流サロン 

 

ふれあい交流サロン 

 

ふれあい交流サロン 

（行事：合唱会の開催） 

 

ふれあい交流サロン 

（行事：健康講座） 

 

○○公民館 

 

○○公民館 

 

○○公民館 

 

 

○○公民館 

 

50 人 

 

50 人 

 

50 人 

 

 

50 人 

 

 

10 人 

 

10 人 

 

10 人 

 

 

10 人 

 

 

 

 

 

 

○○合唱の会 

×× ××氏 

 

□□病院 

△△医師 

注)講師等につきましては、肩書等、講師の方の詳細について記入してください。 

参加者のうち、一

般の方と会員の方

の人数を分けてご

記入ください。 



 

申請事業に関する令和５年度収支予算書 

（単位：円） 

収入 支出 

科目 金額 科目 金額 

昨年度からの繰越金 

 

寄付金 

 

ふれあい交流 

サロン参加費 

（300円×50人×4回） 

 

会費収入 

 

団体負担金 

 

地域福祉活動 

助成金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20,000 

 

 

20,000 

 

60,000 

 

 

 

20,000 

 

1,000 

 

119,000 

 

 

 

施設利用料 

 

報償費 

 

印刷費 

 

食糧費 

 

通信運搬費 

 

物品購入費 

 

保険料 

20,760 

 

40,000 

 

40,000 

 

60,000 

 

53,440 

 

9,800 

 

16,000 

収入合計 240,000 支出合計 240,000 

※支出の詳細について、この用紙に収まらない場合は別紙２－Ａに記載してください。 

 

上記の積算額は（ 税込額 ・ 税抜額 ）である。 

 

 

※交付申請額を 

ご記入ください。 



 

（別紙２－Ａ) 

（単位：円） 

支出科目 内訳 金額 

施設利用料 

 

 

報償費 

 

 

印刷費 

 

 

食糧費 

 

 

通信運搬費 

 

 

物品購入費 

 

 

 

 

 

 

保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○公民館和室使用料 

 5,190 円×４回 

 

○○合唱の会 ×× ××氏 

□□病院 △△医師 

 

コピー代 

 10 円×4,000 枚 

 

サロン食糧費 

 300 円×50 人×4回 

 

80 円切手×400 枚 

宅配便費用 

 

ボールペン（10 本パック） 

 800 円×1パック 

印刷用紙（Ａ４・500 枚入り） 

 500 円×10 パック 

プリンターインク代 

2,000 円×2個 

 

行事災害保険料 

160 円×50人×2回 

20,760 

 

 

20,000 

20,000 

 

40,000 

 

 

60,000 

 

 

32,000 

21,440 

 

800 

 

5,000 

 

4,000 

 

 

16,000 

支出合計  240,000 

※支出の内容がわかるように、費目ごとに具体的な品目、数量等の詳細をご記入いただくよう

お願いします。 



 

申請事業に関する令和５年度収支決算書 

  （単位：円） 

収入 支出 

科目 金額 科目 金額 

前年度からの繰越金 

 

寄付金 

 

ふれあい交流サロン

参加費 

(300円×50人×4回) 

 

会費収入 

 

団体負担金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉活動 

助成金 

20,000 

 

 

30,000 

 

60,000 

 

 

 

20,000 

 

1,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

113,000 

施設利用料 

 

報償費 

 

印刷費 

 

食糧費 

 

通信運搬費 

 

物品購入費 

 

保険料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次年度への繰越金 

 

20,760 

 

40,000 

 

30,000 

 

60,000 

 

53,440 

 

9,800 

 

16,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14,000 

収入合計 244,000 支出合計 244,000 

※支出の詳細について、この用紙に収まらない場合は別紙２－Ｂに記載してください。 

 

上記の積算額は（ 税込額 ・ 税抜額 ）である。 

 



 

（別紙２－Ｂ） 

 （単位：円） 

支出科目 内訳 金額 

施設利用料 

 

 

報償費 

 

 

印刷費 

 

 

食糧費 

 

 

通信運搬費 

 

 

物品購入費 

 

 

 

 

 

 

保険料 

 

 

次年度への 

繰越金 

 

 

 

○○公民館和室使用料 

 5,190 円×４回 

 

○○合唱の会 ×× ××氏 

□□病院 △△医師 

 

コピー代 

 10 円×3,000 枚 

 

サロン食糧費 

 300 円×50 人×4回 

 

80 円切手×400 枚 

宅配便費用 

 

ボールペン（10 本パック） 

 800 円×1パック 

印刷用紙（Ａ４・500 枚入り） 

 500 円×10 パック 

プリンターインク代 

2,000 円×2個 

 

行事災害保険料 

160 円×50人×2回 

20,760 

 

 

20,000 

20,000 

 

30,000 

 

 

60,000 

 

 

32,000 

21,440 

 

800 

 

5,000 

 

4,000 

 

 

16,000 

 

 

14,000 

支出合計  244,000 

※支出の内容がわかるように、費目ごとに具体的な品目、数量等の詳細をご記入いただくよう

お願いします。 

※領収書・レシート（写し不可）は必ず添付してください。 
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